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アドバイス・レポート  

 

                                             平成22年12月22日 

 

  平成22年7月13日付けで第三者評価の実施をお申込みいただいた 介護老人

保健施設アザレア舞鶴 につきましては、第三者評価結果に基づき、下記のと

おりアドバイスをいたしますので、今後の事業所の運営及びサービスの提供に

役立ててください。 

記 

特に良かった点と 

その理由(※) 

（通番11 労働環境への配慮 通番12 ストレス管理） 

労働環境の配慮では、就業管理システムソフトを利用して、

係長レベルで職員の勤怠状況を把握されていました。また、院

内保育所を設置して、子育てをしながら安心して勤務できる環

境を整えてありました。 

ストレス管理では、法人本部に「心の相談室」を開設して、

専門家によるメンタルケアが実施されていました。また、永年

勤続者（5年、10年、20年）には特別休暇を与える、全国規模

の保養所と契約して全職員が利用できる環境を整備するなど、

福利厚生制度を充実させていました。 

 

（通番27 事業所内の衛生管理等） 

毎月15日をクリンネスＤＡＹ（衛生管理の日）として、法人

本部から職員が派遣され、施設外の者(第三者)の目で施設内を

点検し、その結果が写真付きで報告されていました。それに伴

い、施設内では必要な改善が促され、組織的に衛生管理が行わ

れていました。そのため、施設内は書類や備品等が整理・整頓

され、また浴室やトイレなども衛生的な状態が保たれていまし

た。 

 

（通番37 質の向上に対する検討体制） 

毎月、サブリーダー以上が参加する責任者会議を開催して、

サービス改善への検討がされていました。また、多種の事業を

展開している法人のスケールメリットを利用して、法人内に同

種事業所部会を設置して、施設相互での情報共有を行い、サー

ビスの質向上への取組がされていました。 
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特に改善が 

望まれる点と 

その理由(※) 

（通番8 質の高い人材の確保） 

京都府が実施する介護福祉士取得支援講座へ参加を希望し

た職員は、優先的に勤務調整をするなど、資格取得への支援体

制が図られていました。資格取得後は、法人独自の加点制度が

あり職員評価につながる仕組みがあるとのことでしたが、全職

員への周知はされていませんでした。また、施設（法人）とし

て、人員体制に関する基本的な考えや方針が記載された文書は

明文化されていませんでした。 

 

（通番24 職員間の情報共有） 

毎日の利用者の状況など必要な情報共有は、療養日誌や申し

送り用紙を通じて行われているとのことでしたが、スタッフ間

で申し送りなどによる口頭での情報伝達がされていませんで

した。 

 

（通番31 プライバシー等の保護） 

浴室の入口に暖簾や仕切り用カーテンを設置して、利用者の

プライバシー保護へ取組みを行っていましたが、浴室外のパブ

リックスペースでドライヤーを使用がされるなど、一部プライ

バシーの配慮に欠ける部分がありました。 

具体的なアドバイス 

運営主体である医療法人社団正峰会は、兵庫県内を中心に医

療（病院経営）、特別養護老人ホーム、グループホームなど12

事業所を展開され、「地域とともにあなたと生きる」を目標に

３つの理念を掲げ、地域に密着したサービスの提供をされてい

ます。今回評価を実施したアザレア舞鶴は、介護老人保健施設

として平成15年4月に開設して、入所定員150名、通所リハビリ

テーション40名の規模で運営されています。 

平成19年には『ISO 9001』を認証取得し、組織運営に関わる

規程をはじめ、業務マニュアルや自己評価の基準や手順が整備

され、ＣＳ（利用者満足度）の向上に努められています。個別

支援計画の策定は、「意向確認用紙を使って本人の意向を必ず

聞き取り、それ基づき計画を策定する。そして最低でも3ヶ月

ごとにアセスメントを実施して、必要な見直しを行う」という

手順が示され、その手順に従いきめ細かい計画策定がされてい

ました。 

また、職員が全員参加して「利用者体験」を行い、その体験

を通じて「気づき」をまとめ法人内部で実施する研修会で報告

するなど、高齢者の尊厳保持を考える機会を設け、施設が統一

した視点で利用者本位のサービス提供を実施していく姿勢が

見られました。 

職員への労働環境では、女性が多い職場として「施設内保育

所」が整備され、子どもを育てながらも安心して働ける環境が

あり、さらには医療法人としての機能を利用して『心の相談室』

を開設して、メンタルケアにも取組むなど、きめ細かい配慮が

されていました。 

今後も地域に信頼される施設として、ますます発展していか

れるよう期待します。以下、今回の評価で気が付いたことを記

載します。 

 

・施設の事業計画は、理念・基本方針に基づき多職種の参加す

る責任者会議で策定されていました。その計画は、１ヶ月毎に
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各部門で振り返りを行い、半期では責任者会議において進捗状

況の確認と評価がなされ、必要に応じた見直しが実施されてい

ました。単年度においては、ＰＣＤＡ（計画→実行→評価→改

善）サイクルのもと、組織的な事業運営がされていました。し

かし、3年、5年後を見据えた中長期計画については、法人での

数値目標は策定されていましたが、施設運営に関わる中長期計

画は策定されていませんでした。ヒアリングの中で「舞鶴市で

一番のサービスを提供する施設となることが目標」とお聞きし

ました。そこで、3年後、5年後の施設のあるべき姿を中長期計

画として示し、その目標達成のために単年度ごとに事業計画を

策定するなど、職員が一丸となって目標に取り組んではいかが

でしょうか。 

 

・毎日の利用者の状況など必要な情報は、療養日誌や申し送り

用紙を活用して職員間で共有していることでした。しかしなが

ら、勤務時間の関係からスタッフ間で口頭による伝達がされて

いませんでした。日々変化する利用者の状況を確実に伝達する

には、日誌や用紙のみならずスタッフからスタッフへ直接伝達

することが不可欠であると感じます。勤務時間の調整をするな

ど、確実な情報伝達の整備が望まれます。 

 

・事故や緊急時が発生した場合に備えてマニュアルを整備し

て、その対応と予防に努めておられました。そして、年2回実

施される火災を想定した避難訓練には、地元の消防団が参加し

た広域的な訓練が実施されていました。しかしながら、具体的

にどのような場合に地域と連携していくのかを記載したマニ

ュアルや協定書は整備されていませんでした。施設の災害時に

協力を得るのみならず、自然災害が発生した場合、施設の機能

を利用して地域への協力を図るなど、地域との相互連携につい

て具体的に示されてはいかがでしょうか。また、その連携を通

じて、災害時以外の施設運営に関する地域連携を図られてはい

かがでしょうか。 

 

・個別援助計画は、利用者及びその家族の希望を聞き取ったア

セスメントをもとに、医師、看護師、理学療法士、介護職員等

の多職種が協働して策定されていました。そして、その計画に

基づきサービスが提供され、3ヶ月毎に評価（モニタリング）

と必要な場合に見直しが行われていました。しかしながら、そ

のサービスの実施に関する記録は、計画に基づき整理して記載

されていませんでした。施設としても課題と認識され、適切な

記録記載をテーマにした勉強会を実施しているとのことでし

た。日々の状態は客観的に事実のみを記録し、計画に付随した

状態や行為は細かく記録するなど、一定のルール作りを行うと

ともに、記録のサンプルを提示したり、施設として記録の統一

化を図られてはいかがでしょうか。 

 

※それぞれ内容を３点程度に絞って掲載しています。評価項目毎のコメントを「評価結果

対比シート」に記載しています。 



（様式６）

事業所番号

事業所名

受診メインサービス
（1種類のみ）

併せて評価を受けた
サービス(複数記入可)

訪問調査実施日

評価機関名

自己評価 第三者評価

理念の周知と実践 1 Ａ Ａ

組織体制 2 Ａ Ａ

事業計画等の策
定

3 Ａ Ｂ

業務レベルにおけ
る課題の設定

4 Ａ Ａ

法令遵守の取り組
み

5 Ｂ Ｂ

管理者等による
リーダーシップの
発揮

6 Ｂ Ａ

管理者等による状
況把握

7 Ａ Ａ

経営責任者（運営管理者含む）は、公正・適切なプロセスで意志
決定を行い、組織としての透明性の確保を図っている。

組織として介護サービスの向上に向けた計画を策定するとともに
着実に実行している。また計画策定には多角的な視点から課題を
把握している。

1)理念、基本方針が明文化され、各フロアに掲示されていた。また、職員は理念、基本方針
の記載された携行カードを所持し、毎朝の朝礼で唱和していた。
2）施設長と事務長が理事会に出席して、経営責任者へ現場の状況を報告する仕組みがあっ
た。責任権限一覧、組織図が整備され、職員に周知して責任所在を明確にしていた。また、
毎月全職員が作成する業務報告書に気づきや提案を記載できるスペースを作り、職員が自
由な意見を吸上げる仕組みがあった。

（評価機関コメント）

（評価機関コメント）

各業務レベルにおいて課題が設定され、各部門全体が課題の達成
に取り組んでいる。

遵守すべき法令等を正しく理解するための取組みを行っている。

3）理念・基本方針に基づく事業計画が策定されていた。法人として経営指数等を中心とした
中長期計画は策定されていたが、施設運営に関わる中長期計画の策定は確認できなかっ
た。
4）事業計画は、多職種が参加する責任者会議で策定されていた。その計画は、毎月各部門
で振り返りを行うとともに、半期毎に責任者会議で進捗状況の確認、評価を行い必要な見直
しが実施されていた。

介護老人保健施設

短期入所療養介護（介護予防含む）　通所リ
ハビリテーション（介護予防含む）

Ⅰ 介護サービスの基本方針と組織

(1)組織の理念・運営方針

(2)計画の策定

(3)管理者等の責任とリーダーシップ

評価結果対比シート

大項目 中項目 小項目
通
番

評価項目

2674100108

平成22年12月22日

特定非営利活動法人
きょうと福祉ネットワーク一期一会

アザレア舞鶴

評価結果

経営責任者又は運営管理者は、自らの役割と責任を職員に対して
表明し、事業運営をリードしている。

組織の理念及び運営方針を明確化・周知している。また、法人の
経営責任者（運営管理者含む）及び事業所のスタッフ全員が、理
念及び運営方針に沿ったサービスの提供を実践している。

経営責任者又は運営管理者は、事業の実施状況等を把握し、いつ
でもスタッフに対して具体的な指示を行うことができる。

（評価機関コメント）

5）外部からの情報は、外部文書管理台帳を作り管理されていた。また、施設運営に必要な
法令等は、ＩＳＯで規定して整備されていた。しかし、法令遵守をテーマにした研修会の開催
は確認できなかった。
6）責任権限一覧により、役職員の責任や権限が明確に示されていた。職員からの意見や提
案は、毎月提出される業務報告書に記載され、必要に応じて改善が実施されていた。
7）事務長、課長、係長は携帯電話を所持して、緊急時の連絡に対応していた。日々の状況
把握は、業務日誌により把握していた。また、ＰＣソフトを利用して情報共有がされていた。



自己評価 第三者評価

質の高い人材の
確保

8 Ａ Ｂ

継続的な研修・Ｏ
ＪＴの実施

9 Ａ Ａ

実習生の受け入
れ

10 Ｂ Ｂ

労働環境への配
慮

11 Ａ Ａ

ストレス管理 12 Ａ Ａ

地域への情報公
開

13 Ａ Ａ

地域への貢献 14 Ａ Ａ

大項目 中項目 小項目
通
番

評価項目
評価結果

Ⅱ組織の運営管理

(1)人材の確保・育成

質の高い介護サービスを提供できる人材の確保のために、必要な
人材や人員体制についての管理・整備を行っている。

採用時研修・フォローアップ研修等を実施し、段階的に必要な知
識や技能を身につけることができる。また業務を通じて日常的に
学ぶことを推進しており、スーパービジョンを行う体制がある。

実習生の受け入れに対する基本的な姿勢を明確にし、体制を整備
している。

（評価機関コメント）

8）京都府が実施する介護福祉士取得支援講座へ参加を希望した職員は、優先的に勤務調
整をするなど、資格取得への支援体制が図られていた。資格取得後は、法人独自の加点制
度があり職員評価につながる仕組みがあるとのことだったが、全職員への周知はされていな
かった。また、施設（法人）として、人員体制に関する基本的な考えや方針が記載された文書
は明文化されていなかった。
9）教育訓練規定が整備され、体系的に研修が実施されていた。職員通用口に外部研修の情
報を提示して、職員が希望する研修に参加できるよう配慮されていた。また、毎月内部研修
が計画され、必要な知識や技術を習得できる仕組みがあった。
10）実習の受け入れに際してのマニュアルは整備されていたが、実習指導者に対する研修は
実施されていなかった。

(2)労働環境の整備

質の高い介護サービスを提供することができるよう、スタッフの
労働環境に配慮している。

スタッフの業務上の悩みやストレスを解消するために、具体的な
取組みを行い業務の効率を高めている。また、スタッフが充分に
くつろげ、心身を休めることができる休憩場所を確保し必要な環
境を整備している。

(3)地域との交流

（評価機関コメント）

11）就業管理システムソフトを利用して、係長レベルで職員の勤怠状況を把握していた。ま
た、院内保育所を設置して、子育てをしながら安心して勤務できる環境を整えていた。
12）法人本部に「心の相談室」を開設して、専門家によるメンタルケアが実施されていた。ま
た、永年勤続者（5年、10年、20年）には特別休暇を与える、全国規模の保養所と契約して全
職員が利用できる環境を整備するなど、福利厚生制度を充実させていた。

事業所の運営理念を地域に対して開示し、広報するとともに、利
用者と地域との関わりを大切にしている。

事業所が有する機能を地域に還元している。

（評価機関コメント）

13）ホームページを開設するとともに、3ヶ月毎に発行する広報誌「ふれあい」や毎月発行する
通所リハビリテーションの広報誌を関係機関に配布して、施設の情報を地域に提供してい
た。また、施設内に地域情報提供板を設置して地域の情報を掲示するとともに、利用者が地
域の行事へ参加する場合は、職員が付き添うなど、必要な支援が実施されていた。
14）地域で開催された「介護者交流会」へ講師を派遣、家族会において介護教室を開催する
等、施設が有する機能を利用した取組みがなされていた。



自己評価 第三者評価

事業所情報等の
提供

15 Ａ Ａ

内容・料金の明示
と説明

16 Ａ A

アセスメントの実
施

17 Ａ Ａ

利用者・家族の希
望尊重

18 Ｂ Ａ

専門家等に対する
意見照会

19 Ａ Ａ

個別援助計画等
の見直し

20 Ａ Ａ

多職種協働 21 Ａ Ａ

大項目 中項目 小項目
通
番

評価項目

(3)個別状況に応じた計画策定

評価結果

Ⅲ 適切な介護サービスの実施

(1)情報提供

利用者（希望者含む）に対してサービス選択に必要な情報を提供
している。

（評価機関コメント）
15)パンフレットは写真を多く使用してわかりやすい内容であった。見学は、当日（約束なく）でﾞ
も対応しており、新規相談受付票を記載することで職員間での情報を共有していた。

介護サービスの利用に際して必要となる内容や料金について、利
用者に分かりやすく説明し同意を得ている。

（評価機関コメント）

16）料金表は、要介護度別に1日・1ヶ月当たりの費用が記載されわかりやすい内容であっ
た。契約などで判断能力に支障がある場合は、成年後見人制度を活用しており、その事例記
録を確認した。

利用者一人ひとりの心身の状況や生活状況を踏まえたうえでアセ
スメントを行っている。

個別援助計画等の策定及びサービスの提供内容の決定に際して、
利用者及びその家族の希望を尊重している。

個別援助計画等の策定に当たり、必要に応じて利用者の主治医・
OT/PT・介護支援専門員・他のサービス事業所等に意見を照会し
ている。

定期的又は必要に応じて、個別援助計画等の見直しを行ってい
る。

（評価機関コメント）

17）初回のアセスメントでは、介護状況や病歴等に重点に聞き取りを行っていた。そのアセス
メントは、3ヶ月に1度を基準に見直しがされていた。
18）カンファレンス及び担当者会議には、利用者や家族が出席しており、意向確認用紙により
希望が聞き取り個別援助計画に反映させていた。
19）個別援助計画の策定に当たっては、主治医やOT等各専門のセクションに意見照会して、
多職種が協働で行われていた。
20）ＩＳＯでの規程により、3ヶ月に1回以上のモニタリングが実施され、評価と必要な見直しが
されていた。

(4)関係者との連携

利用者の主治医をはじめ、関係機関との間で、連携体制又は支援
体制が確保されている。

（評価機関コメント）

21）入所時には、必ず支援相談員と担当の介護職員が面談を行うとともに、地域連携室や主
治医から情報提供を受けるなど、関係機関と有機的な連携が図られていた。また、退所時に
は理学療法士や作業療法士が、利用者本人同行で家屋調査を行い、在宅生活で必要な住
宅改修や福祉用具の選定を関係機関と協議するなど、きめ細かい在宅復帰への支援が行
われていた。



業務マニュアルの
作成

22 Ａ Ａ

サービス提供に係
る記録と情報の保
護

23 Ａ Ｂ

職員間の情報共
有

24 Ａ Ｂ

利用者の家族等と
の情報交換

25 Ａ Ａ

感染症の対策及
び予防

26 Ａ A

事業所内の衛生
管理等

27 Ａ A

事故・緊急時等の
対応

28 Ｂ Ｂ

事故の再発防止
等

29 Ａ A

事業所業務について、標準的な実施方法（業務マニュアル・手順
等）が整備され、スタッフに活用されている。標準的な実施方法
は自立支援につながり、事故防止や安全確保を踏まえたものに
なっている。

利用者の状況及びサービスの提供状況等が適切に記録されてお
り、管理体制が確立している。

利用者の状況等に関する情報をスタッフ間で共有化している。

事業者はサービスの提供にあたって、利用者の家族との情報交換
を行っている。

（評価機関コメント）

22）新人教育チェックリストや全職員職能チェックリストが整備され、標準マニュアルとして活
用されていた。また、介護マニュアル集が細かく整備されていた。
23）個別援助計画に基づいた記録が確認できなかった。記録の保管、保存、廃棄に関する規
程（文書管理規程）が整備されていた。
24）毎日の利用者の状況など必要な情報共有は、療養日誌や申し送り用紙を通じて行われ
ているとのことだったが、スタッフ間で申し送りなどによる口頭での情報伝達がされていな
かった。スタッフ間での情報共有については、療養日誌や申し送り用紙は活用されていた
が、口頭での申し送り時間が設定されていなかった。
25）3ヶ月毎に個別援助計画の説明には、必ず家族と面会して情報交換を行っていた。また、
利用者の近況を写真付きの手紙として送付していた。

感染症の対策及び予防に関するマニュアルの作成等により、ス
タッフ全員が感染症に関する知識をもってサービスの提供を行っ
ている。

施設（事業所）内における物品等の整理・整頓及び衛生管理を行
い、効率的かつ安全なサービスの提供を行っている。

（評価機関コメント）

26）感染症対策委員会が中心になり、マニュアルに基づいた対策及び予防を実施していた。
27）毎月15日をクリンネスＤＡＹ（衛生管理の日）として、法人本部から職員が派遣され、施設
外の者(第三者)の目で施設内を点検し、その結果が写真付きで報告されていた。それに伴
い、施設内では必要な改善が促され、組織的に衛生管理が行われていた。そのため、施設
内は書類や備品等が整理・整頓され、また浴室やトイレなども衛生的な状態が保たれてい
た。

事故や緊急時、災害発生時等における対応等を定めたマニュアル
があり、年に１回以上、必要な研修又は訓練が行われている。

発生した事故等に係る報告書や記録を作成し、事故の再発の防止
のために活用している。

（評価機関コメント）

28）事故・緊急時のマニュアルを整備して、その対応と予防に努めていた。また、火災避難訓
練は地元の消防団が参加して実施されていたが、地域との具体的な連携が記載されたマ
ニュアル等は確認できなかった。
29）管理者及び各部門の代表者による身体拘束廃止安全対策委員会が組織され、ヒヤリ
ハット、事故報告書をもとに毎月委員会を開催して、その分析、改善の検討が行われてい
た。



自己評価 第三者評価

人権等の尊重 30 Ａ Ａ

プライバシー等の
保護

31 Ａ B

利用者の決定方
法

32 Ａ A

意見・要望・苦情
の受付

33 Ａ Ａ

意見・要望・苦情
等への対応とサー
ビスの改善

34 Ｂ Ｂ

第三者への相談
機会の確保

35 Ａ Ａ

利用者満足度の
向上の取組み

36 Ａ Ａ

質の向上に対する
検討体制

37 Ａ A

評価の実施と課題
の明確化

38 Ｂ Ｂ

（評価機関コメント）

33）各階に意見箱を設置するとともに、意向確認用紙や個別面談を実施するなど、利用者の
意見や要望などを引き出す工夫がされていた。
34）利用者からの意見や要望等は、苦情報告書を活用して迅速に対応されていた。しかしな
がら、個人情報に配慮しながら公開している状況は確認できなかった。
35）運営規程、施設利用約款に第三者の相談窓口を記載するとともに、その内容を施設内に
掲示していた。また、舞鶴市介護相談員事業を活用して、相談員の受け入れていた。

(3)質の向上に係る取組

利用者の満足度を把握し、サービスの質の向上に役立てている。

サービスの質の向上に係る検討体制を整備し、運営管理者を含む
各部門の全職種のスタッフが積極的に参加している。

サービス提供状況の質の向上のため、定期的に評価を実施すると
ともに、評価結果に基づいて課題の明確化を図っている。

（評価機関コメント）

36）利用者アンケートを実施して、その結果を分析し次年度計画に活かしていた。
37）毎月、サブリーダー以上が参加する責任者会議を開催して、サービス改善への検討がさ
れていた。また、多種の事業を展開している法人のスケールメリットを利用して、法人内に同
種事業所部会を設置して、施設相互での情報共有を行い、サービスの質向上への取組がさ
れていた。
38）ＩＳＯに基づき自己評価を実施して、サービス提供に関する必要な見直しや改善がされて
いた。第三者評価を定期的に受診している状況は確認できなかった。

利用者本位のサービス提供及び高齢者の尊厳の保持に配慮した
サービス提供を行っている。

小項目
通
番

公的機関等の窓口に相談や苦情を訴えるための方法を、利用者及
びその家族に周知している。

利用者のプライバシーや羞恥心について、常に問題意識をもって
サービスの提供を行っている。

サービス利用者等の決定を公平・公正に行っている。

（評価機関コメント）

30）職員が全員参加して「利用者体験」を実施し、そのことからの「気づき」をまとめ、法人内
部で実施する研修会で報告するなど、人権尊重に向けた取組が組織的に行われていた。
31）浴室の入口に暖簾や仕切り用カーテンを設置して、利用者のプライバシー保護へ取組み
を行っていたが、浴室外のパブリックスペースでドライヤーを使用されるなど、一部プライバ
シーの配慮に欠ける部分があった。
32）法人で利用者の受け入れ基準を作成して、京都健康医療よろずネットに掲載するなど、
利用者決定に関して透明性を確保して公正中立に実施されていることを確認した。

(2)意見・要望・苦情への対応

利用者の意向（意見・要望・苦情）を広く拾い上げ、収集する仕
組みが整備されている。

利用者の意向（意見・要望・苦情）に迅速に対応するとともに、
サービスの向上に役立てている。

評価項目
評価結果

Ⅳ利用者保護の観点

(1)利用者保護

大項目 中項目




